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　周知 の よ うに ， 「教員 の 養成 や研 修等 を め ぐる 大 学 と教育委員会 との 連携」
問題 は ， 平成 11年 12月の 教 育職員養成審議 会第 3 次答 申 『養成 と採用 ・研 修
との 連携 の 円滑化 に つ い て 』 にお い て指摘 され ， こ の 提言 を受 けて ， 文部科
学 省 は ， 平成 13年 8 月 に 『教 員養成等 に お け る大学 と教育委員会の 連携 の 促
進 に 向けて一 手 を結 ぼ う ， 大学 ・学 校 ・教 育委員会一 』 （教 員養成 等 に お け
る大学 と教育委員 会の 連 携 の 在 り方 に 関す る調査研 究報告書 ；以 下 ， 『報告
書』 とい う）を取 りまとめ た 。 同 『報告書』 は ， 大学 と教育委員会 との 連携
の 先進的取 り組み事例 を紹介する とともに ， 具体的 な連携方策に 関する提言
を行 っ て い る 。
　そ こ で ， 本報告 は ， か か る 『報告書』 の提 言 内容 を検 討の 主 た る 素材 と し
なが ら， と くに現職教員の 研修部分 に焦点化 して 「大学 と教育委員会 との 連
携」が 求め られ る背景 や その 現状 を整理 した うえで ， わ が 国 にお ける現職教
員研修の 充実 に 向けて 示 されて い る 具体的方策を明 らかにす る とともに ， 今
後 さ らに 検討 され るべ き諸課題 を も考究す る こ とを意 図 して い る 。
1　 現職教員研修のために 「大学と教育委員会との 連携」が求め
られる背景
240
工工一leotronlo 　 lbra y 　
The Japan Educational Administration society
NII-Electronic Library Service
he 　 apan 　 duoatlonal 　 dmlnlstratlon 　 o lety
課題研 究
　わが 国にお ける 教員の 養成 と採用 ・研 修 をめ ぐっ て は ， こ れ まで 主 と して
「養成は 大学 ， 採用 ・研修は教 育委員会」 とい う役割分担的な関係が存在 し，
ある 意味それ ぞ れ の 役割 に対 して 相互不干渉 的 ， 消極的な意識が 根強か っ た
の で はない だ ろ うか 。 そ して ， こ の 意識 は ， 両 者の 意思疎 通 を希薄に す るの
み な らず ， 両者間にお い て相 互 不信 ある い は不 満を醸成 する結果す ら招 い て
きた と考 え られ る 。 と りわけ ， 教 育 委員会側 か ら は ， 「大学 にお け る養成 教
育は実践的 な視点 に乏 しく， 現場 ニ ー ズ に対応 して い な い 」 とい っ た不満や
「大学教 員自身の 意識が 学術研 究 に傾斜 して お り， そ もそ も実践的 な能力 を
具備 した 教員を育成 ・輩出する意識が欠落 して い る の で は な い か」 とい っ た
よ うな厳 しい 指摘 が示 されて い た 。 他面 ， 大学側か らも 「教育委員会が 実施
して い る 採用試験の 問題等に対する疑 義や 職務研修 内容 の 学 問的 ・科学的水
準 に 対 す る不満」 とい っ た もの が表出 され て い る。
　一 方 ， 「生 きる力 の 育 成」， 「総合 的な学習 の 時間」の 定着 と充実 ， 「特色 あ
る学校づ くり」， 「テ ィ ー ム テ ィ ー チ ン グや 習熟度別授業な ど個 に応 じた教育
指 導の 工 夫改善」， さ ら に は 「い じめ ・不 登校 ・学 級崩壊等の 克服 の た め ，
専門家や ボ ラ ン テ ィ ア 等学校 内外 の 多様な 人 々 との 連携協力」 な どをは じめ ，
現 下の 学校が解決 ・改 善を期待 され て い る教 育課題 は ， 周知の とお り， い っ
そ うの 厳 し さ とそ の 広 が りを増 しつ つ あ り， 魅力あ る優 れ た教 員の 確保 が こ
れ まで 以 上 に 強く求め られて い る 。
　こ の よ うな状 況 の なかで ， 教 育職員養成審議会は ， 教員の 資質 ・能力 の 向
上 をめ ざして ， 平成 9年 7 月 に 『新た な 時代 に 向けた教 員養 成の 改善方策に
つ い て 』（第 1 次答申）を示 し， 教員養成 カ リキ ュ ラ ム 等大 学で の 教員 養成
の 改善方策に つ い て提 言 を行 っ た 。 続い て ， 平成10年10月の 『修士 課程 を積
極 的 に活用 した 教員 養成 の 在 り方 に つ い て 』（第 2 次 答申） に お い て は ， 実
践 と理 論の 統合 を図 り教員の 資質 ・能力 をよ り速や か に全体的 に 高め るため ，
可能 な 限 り多 くの 現 職教員が多様 な形態 で 修士 レベ ル の 教 育 を受 ける こ とが
で きる こ とを可 能 とする 条件 整備 に つ い て も提言 した 。 そ して ， そ れ らの 提
言 内容 を踏 まえつ つ 示され たの が ， 先 に 触れ た 平成11年12月の 「養成 と採用 ・
研修 との 連携の 円滑化に つ い て 』 （第 3 次答申）で ある 。 こ の 第 3 次答中に
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おい て ， 同審議会 は ， 「教 員 の 資質能力の 向上 は養成 ・採用 ・研 修の 各段階
を通 じ一 貫 して 図られ る べ き」 との 基 本的ス タ ン ス の 下 ， と くに 厂大学 と教
育委員会 との 連携」の 現状 を次の よ うに把握 して い た 。
　　 「大学 と教育委員会 との 連携 に つ い て は ， こ れ まで ， 各都道府県 レ ベ ル 及び
　全 国 レベ ル にお い て教 員 の 資質向上 連絡協議会等の 協議会が 設け られ ， 教 育実
　習等に係る 問題 を中心 として ， 養成 ・採用 ・砥修に つ い て 相互 の 連携 を図 る た
　 めの 努力が な されて きた 、
　　 こ れ らの 大学 と教 育委員会 と の 問で 設け られた 協議会に お い て は ， 教員の 採
　 用選考方法 や大学 院 にお け る現職 教員 の た め の カ リキ ュ ラム 等に つ い て の 情報
　 交換 が 行わ れ ， 相互 の 取組 に つ い て の 理解が 深め られる な どの 成 果が 上が る一
　方 ， 大学学部や 大学院の カ リ キ ュ ラム を現場の ニ ーズ を踏ま えた もの に改 善す
る こ と ， 教育委貝会が 教員研修の 実施等に お い て 大学の 力を活用 す る こ とな ど
につ い て十分 な成果をあげて きた とは言い 難い 状況にある （下 線一筆者）」。
　つ ま り， 教 育職員養成審議会 も 「大 学 と教育委員会 との 連携」を め ぐっ て
は ， 従来 の 成果 を一 定認 めつ つ も ， 教 育実践的 な取 り組 み へ の 理 解 と協力が
大 学側 に不足 して い た点や 教 育委員会 側 が 職 務研 修 の 充 実 に向 け た取 り組 み
等に 際 し大 学を活用 する努力 に欠 けて い た点等 を指摘 し ， 両 者の 連携 や協 力
が 十 分で なか っ た と認識 して い る わ けで ある 。 同 審議会 は ， か か る認 識 に も
とづ き ， と くに現職教員研修の た め の 連携 に 関連 して ， 「大学 に お ける 教 員
研修プ ロ グ ラ ム の 研究開発 を行い ， 教育委員会等 に提供する方策や ， 大学に
おい て教 員研修の 実施体制 を整備 し， 積極的に現 職教員 の 研 修 を受 け入れ る
方策 ， 学校教育にお ける様 々 な問題等 を抱 える現職教員か らの 相談に応 じる
こ とが で きる相談体制 な どの 整備 を都道府県段階等で検討す る こ と」の 必 要
性 を指摘 して い る 。
2 ．現職教員研修をめぐる 「大学と教育委員会との 連携」の現状
一 ア ン ケー トと事例の整理
（1） ア ン ケー ト調査 の結果
　 こ の 教育職員養成審議会の 第 3 次答申を受 けて ， 文部科学省が取 りま とめ
た 報告書が ， 先に も触れ た 平成13年 8 月の 『報告書』で ある 。 そ こ で ， 以 下 ，
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本節で は ， 同 『報告書』で 取 り上 げ られ た52都道府県 ・指定都市教 育委員会
と187校の 大学 を対象 とした 「大学 と教育委員会 との 連携 に 関する ア ン ケ ー
ト調査結 果」 と 「大学 と教育委員会 との 連携」 に関する先進的取 り組み 事例
を中心 に ， と くに現職教員の 研修 をめ ぐる連携に 焦点化 して その 内容 を整理
して み たい 。
　まず ， 「大学 と教育委員会 との 連携に 関す る ア ン ケ ー ト調査結 果」に よ る
と ， 現 職教 員の 研 修の 改善 を 目的 とした大学 との 具体的 な連携の 取 り組み を
行 っ て い る教育 委員会 は 計画 中 を含め て 51．9％ とな っ て い る 。 また ， 教 育委
員会 と研 修 に関す る具体 的な連携 の 取 り組み を行 っ て い る 大 学 は ， 計画 中を
含め て31．5％ とな っ て い る 。 その うち ， 連携 に あた っ て 分科 会 （下 部会議 ，
下部組織）等 を設置 して い る 教 育委員会 は33，3％ ， 大学 は55。9％ と な っ て い
る 。
　研修 にかか る 連携 を始 め た きっ か け と して は ， 教育委員 会お よ び大学 とも，
「大学 ・教育 委員会双方か らの 要請」が最 も高 く， 教育委員会回答の 57．1％ ，
大学回 答の 44． 1％ を占め て い る 。 また ， こ れに 次 い で 多い の が ， 厂教育委員
会か らの 要請」 で あ り， 教育委員会回答の 25．0％ ， 大学 回答の 40．7％ とな っ
て い る 。
　現職教 員研修 に つ い て の 教 育委員会側 の 大学側 に 対す る要 望 ま た は大 学側
の 教育 委員会側 に 対す る 要望 は 以 Fの 表の とお りで あ る 。 表か ら も明 らか な
よ うに ， 教育委員会 は ， 大学 に対 して そ の 専門性 を活か した助言や協力を求
め て い るの に対 して ， 大学 は ， 大学院修士 課程へ の 現職教員の 派遣拡 大や 大
教育委員会 大学
  大学院修士課程 へ の 現 職教 員 の 派遣 の 拡大 26．9％ 65．2％
  免許状上 進の ため の 講習会の 実施 346％ 23．0％
  大学の 主催す る研 究会等へ の 現職教 員の 派遣 ・参加 32．7％ 47．1％
  教員研修の 体系化や 多様化に 関する 大学の 協力 5L9 ％ 41．2％
  個 々 の研修内容に 関す る助 言や 協力 46．2％ 42．2％
  教員研修 と大学院教育 との よ り密接な連携 44．2％ 48．7％
  その 他 η ％ 3．7％
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学 で 実施 して い る研究会等へ の 参加な ど， 大学が 主体 とな っ て 実施 して い る
事業等へ の 現 職教員の 参加 を求め て い る よ うで ある 。
　 こ の よ うに ， 全国的に見た場合で も， 現職教員研修をめ ぐっ て は ， そ の 連
携の 取 り組み は け っ して 活発 とは い い 難い が ， 各大学お よび教育委員会 とも，
そ の 必要性を相対的に 強 く認識 して い る点 は注 目され よう。 ただ し， そ れぞ
れ の 相手方に対す る要望 には ， い まだ大 きな ギ ャ ッ プが ある よ うで あ り， そ
れ ぞ れ の 連携 に対す る思 惑の 違 い も窺 える 。
（2） 事例 の 全 体的傾 向 と注 目事例
　次 に ， 「大 学 と教 育委 員会 との 連携」 に 関す る先進 的取 り組 み事 例 に つ い
て は ， 千葉大学教 育学 部や 東京学芸大 学な どをは じめ とす る九 つ の 国立 大学
教育学部 ・教育大学 とそ の 所在する都道府県教育委員会 （
一
部指定都 市教育
委員会） との 連携事例 の 他 ， 玉川大学文学 部教育学科 と稲城 市教育委員会 と
の 連携事例 ， 多摩地区28大学 と同地 区公立小 ・ 中学校 との 教育連携 （案）な
どが 示 され て い る 。
　全体 的な傾 向 と して は ， 紹介 され て い る 大半の 大学 で 現 職教員研 修 も協議
対象に 含む何 らか の 協議会を立 ち上 げて い る点 ， 資格等取得の た めの 認定講i
習 を実施 して い る点 ， さらに は ， 大学院 レベ ル にお ける 研 修 を 目的 と して 研
究生 ある い は大学 院生 と して 現職教 員 を受け入れ て い る点 （その 数や 形態 は
さ まざまで あ る が）， な どは確 認 で きる もの の ， 紹介 されて い る 大学 間 に お
ける現職教員研修 をめ ぐる取 り組み の 質 と量 に は ば らつ き もある ようで あ る 。
そ こ で ， 以 下 ， と くに 注 目され る 取 り組み の なか か ら， 主 な もの を紹介 して
み た い 。
　 まず ， 岐阜大学 と岐阜県教育委員会 との 取 り組み が 挙げ られ る 。 岐阜で の
取 り組 み で 注 目される の は， 従 来県教 育委員会にお い て 実施されて きた職務
研 修の 一 部 （6年 目研 修 を中心 と した）を岐阜大学 に おい て 実施 して い る 点
で ある 。 こ れ は ， 「教 育委員会実施の 職務研修 に お ける大 学教員へ の 個人 的
な講師依頼」 とい っ た従来の 枠組み を超 えて ， 大学が組織 として職務研修 に
も積極的に 支援 ・関与する シ ス テ ム で あ り， 具体的 な連携の 一 形態 と して 注
目され る 。 また ， テ レ ビ会議 シ ス テ ム を利用 した大学院の 遠隔講座 を実施 し
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て い る点も指摘で きる 。 遠隔講座 は ， 勤務地 が大学か ら遠 く通学が困難な現
職教員に 対 して 大い にその 利便性 を発揮する もの で あり， 今後の 多様 な修学
形態の 一 つ として 注 目され よ う。
　次 に ， 静 岡大学 と静 岡県教 育委員会との 取 り組み が あ る 。 静岡で の 取 り組
み で 注 目さ れ る の は ， 平成12年12月 か らで は あ るが ， 「現 職 教員教 育等連 絡
協 議会」 とい う現 職教 員に軸 を お い た 連携の た め の 協議会 を新た に立 ち上 げ
て い る 点 で ある 。 こ こ で は ， 現行の 大学院派遣制度に加 えて 大学院修 学休業
制度 に 関連す る 問題 に つ い て も検討 され て お り， 大学院の 積極的利用促 進が
図 られ て い る と ともに ， 県下 の 附属 小 ・ 中学校 （3校）をテ レ ビ会議シ ス テ
ム の もとにサ テ ラ イ ト教 室 と して活 用 し， 現職教 員の 再 教育に 当た っ て お り，
前述の 岐阜大学 と同様 ， 注 目され る 。
　 また ， 福岡教育大学で は ， 資格等取得の ため の 認定講習の 一 部 を教育委員
会 と連携 し ， 公 開講座 と して 実施 す る試 みが 報告 され て い る し， 岡 山大学 で
も平成13年度か らの 新規事業 として 教員研修講座 の 共 同開催 や教 育学部 附属
学校 園に お け る教員研 修講座 の 開催 が 報告 され て い る 。
　 さ らに ， 鳴門教育大学で は ， 徳島県教育委員会 との 連携 の 取 り組 み の なか
で ， 県内の 学 校 に おける校内研 修等に大学教官を派遣する 「教育支援講 師
・
ア ドバ イザー 等派遣事業」 を展 開 した り， 教 育 ・文化 フ ォ ー ラ ム を共催で キ
ャ ン パ ス 外 で も実施す る こ とに よ っ て ， 来学困難な現職教 員へ 情報提供 を図
る よ う努力 して い る 。 加 えて ， 同大学 は ， 県教育委員会 の み な らず ， 鳴門市
教育委員会 な らび に市内小 ・中 ・高等学校 との 連携 の 一 環 と して ， 「鳴門市
教育用 コ ン ピ ュ ー タ活用 推 進協議会」 を立 ち上 げて ， コ ン ピ ュ ー タ教育利用
に 関す る研 修会を展 開 し ， 現 職教員の 能力向上 を図 る と と もに ， 市教育委員
会 関係者 や 市 内教員 との 情報教育に 関す る 実践 的共 同研究 を も推進 して い る 。
　その 他 ， 『報告書』以 外の 事例 と して ， 大 阪府教育セ ン タ ー は ， 本 年 度の
夏季休業中に お け る現 職教員の 研修機 会 を大幅 に拡充 し ， そ の 自主研修 を支
援す る た め に ， 府内外の 六 つ の 大学 ， 大 阪教育大学 ， 立命館大学 ， 帝塚 山学
院大学 ， 近畿大学 ， 関西大学 ， 大 阪学院大学 と連携 して ， 講座 を 開設 して い
る 。 また ， 筆者の 勤務する上越教育大学で も， 県内教 育委員会に こ だ わ らず ，
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県域 を超えて ， 東京都教育委員会 との 連携 を推 進すべ く， 「教 員養成等 に関
す る大学 と都教育委員会との 連携推進懇談会」 に 参画 して ， 東京都の 現職教
員研修の 活性化に寄与 してい る し， そ の 具体例 と して ， 昨年度よ り東京都教
育委員会の 実施する現職研修第皿部 （試行）の
一 部 を同大 学の 公 開講座 （出
前講座） として 積極的に展開 して い る （上記懇談会の 大学側構成は ， 上越教
育大学の 他 ， 東京学 芸大学 ， 玉 川大学 ， 青山学院大学 ， 明星大学， お よび東
京地区教育実習研 究連絡協 議会代表 で あ る）。
　最後に ， 教育委員会 との 直接 的な連携 とい う点で は 若干 の 隔 た りが あ る も
の の ， 連 携 を進め る うえで示唆 的 と思 われ る東京学芸大学 の 取 り組み を紹介
して お きた い 。 同大学 で は ， 学 内措 置で は ある が ， 平 成12年 4 月か ら 「現職
教員研修支援セ ン タ ー」 を創 設 し， 現職教員 向けの 多様 な大学院教育 プ ロ グ
ラム （大学院昼夜間開講制度や 夜間大学 院 ， サ テ ラ イ ト教室 さ らに は現職教
員向け短期特別 コ ー ス 〔1 年コ ー ス 〕等）の 運 営を積極的 に展 開 して い る 。
その なか で もと くに注目され るの は ， 大学院教 育へ の 橋渡 しを企 図 した 「事
前研修 講座 」 の 開設 と ， 短期特別 コ ー ス の 事例で あ るが ， 大学 院入 学前の 段
階で科 目等履修生 として大学 院修了 に必 要単位 を取得 させ て お くシス テ ム で
あ る 。 こ の 事前単位修得シ ス テ ム は ， 先 に 示 した岐阜大学 に お い て も同様の
取 り扱 い （認 定公開講座）が み られ ， 現 職教員の 大学院研修の 拡 充 とい う意
味 で は大 い に注 目され る 。 さ ら に ， 東京学芸大学 に お い て は ， 現 職教員の た
め の研修 プロ グ ラ ム 開発の ため に 「教員養成 カ リキ ュ ラ ム 開発セ ン タ
ー」 を
すで に設置 して お り， こ の 点 も見逃せ ない 取 り組 み とい え よ う。
3 ． 現職教員研修の充実に向け た 「大学と教育委員会との連携」
の具体的方策一 『報告書』提言
　上 述の よ うな注 目すべ きい くつ か の 事例 も提言 内容の 素材 と しな が ら ， 『報
告書 』は ， と くに 大学 との 連携 に よる 教員研修の 充実 に 向けて ， 次の 四 つ の
具体的方策 を提言 して い る 。
　  大学の 講義 を研修 プ ロ グラ ム に取 り込 む
　　特 に ， 大 学院の 講義等の 受講 を教育委員会が 実施す る研修の 一 環 と み なすな
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ど， 各任命権者にお い て 実施する現職研 修プ ロ グ ラム に大学で の 講義等 を取 り
込む こ と （岐阜大学教育学部の 事例 な ど）。 その 際 ， 教育委員 会が直接 行 うべ き
実践 力を育成する ため の 研修 と大学 ・大 学院で 行 う専 門的研 修の 差異 を 踏 まえ，
両者の 間の バ ラ ン ス や 効果的 な組合せ な ど に留意す る こ と。
  現職研修プ ロ グラム の 開発 と実施 に 大学が協 力する
　教員 に教科や 教職の 専門的 ・先端的知 識 を習得 させ ， 教 育 に 対 す る広 い 視野
を持た せ るた め に も， 単に研修の 一部 に 大学 教員 を講 師等 と して 招 くだ けで は
な く， 教育委員会が実施する年次別研修 ， 専 門テ ーマ 別の 研 修 ， あ る い は 管理
職研 修 な どの 企 画 ・立 案及び 実施に 関 して も， 大 学の 積極 的 な協力 を得 て ， 大
学の 人的 ・知的資源 を活用 した現 職研修プ ロ グ ラ ム の 共同開発に あたる こ と 。
  現職研修 に 遠隔授業 を活用 す る
　現 職教員 が 大学 院の 授 業 を研 修 と して 受 講す る 機 会を 拡 充す る た め ，大 学 か
ら離れ た地 域 に お い て も身近 な場所 で 大 学 院の 授 業 を受講 で きる よ う， 双方向
の や りと りが 可能 な衛 星通信 シ ス テ ム 等 を活用 した 遠隔授業を積極的に活用 す
る こ と 。
  校内研修 を大学が支援 す る
　各学校 にお ける校内研修 に大学教 員等の 指導者を派遣す る こ と。 例 えば ， 最
近学校現場 に お い て盛 ん に 実施 され て い る情報 教 育 に関 す る校内研修 へ 大学教
員 を派遣 した り， 生徒指導 に関す る共 同研究 を実 施 した り， さ ら に は 大学教員
各人 の 専門分野等 を記載 した人 材 リ ス トを作成 し， 教 育委員会や 学校 へ 提示 す
る こ と （鳴門教育大学の 事例）。
　さ らに ， 現職教 員研 修 を含む ， 連携の 基盤 と もい うべ き 「組織的 ・継続的
な体制づ くり」 に関 して ， 以 下 の 8 点 ， す なわ ち ，   連携の 現状把握 （既存
の 自主 的連携や イ ン フ ォ ー マ ル な交流の 支援），   連 携 の ニ
ー ズ 等 の 把握 （連
携相手の ニ ー ズ把握 と可 能 な連携 内容の 発信），   連携協議会の 設置 （と く
に実務者 レ ベ ル で の 具体 的部会の 設置），   可視 的 な連携 の 実 施 （取 り組 み
の 明文化やそ の 徹底周知），   担 当部署 の 明確 化 （連絡 窓 口 の
一 本化や ホ ー
ム ペ ー ジ 等で の 周知），   人 事交流 の た め の 手続 き等の 整備 （大学 で 講義 可
能 な現職教員等 の 人材 リス トの 作成 ・配付），   キ ー パ ー ソ ン の 育成 （大 学
院派遣教員や大 学の 非常勤 講師経験教 員等），   市町村教育委員会 レベ ル で
の 連携の 推進 （近 隣市町村教育 委員会 とその 所轄学校 との 連携 ， 複 数大学 と
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複数市 町村教育 委員会 との 共同連携 ）， もあ わせ て 提言 して い る 。
4 ． 現職教員研修の 充実に向けた 「大学と教育委員会との 連携」
の諸課題
　 『報告書』に示 され て い る こ れ ら四 つ の 具体的方 策 さ らに は その 基 盤 とな
る八 つ の 提言 は ， 現職教員研修の 充実 に 向けて 大 い に参 考 となる 。 そ こ で 最
後に ， これ らの 提言内容を受けて ， 現 職教 員研修 を 「大 学 と教育委員 会 との
密接 な連携」 下で さ らに い っ そ う充実 させ て い くた め の 視点 か ら ， 今一 度検
討 され るべ き課 題 に つ い て 補完 的 に論 究 して お きた い 。
　第 1 に ， 多様化 の 視点か らの 検討課題があ る 。 なか で も，   対象者の 多様
化 に関 して は ， こ れ まで
一 般教員 を主対象 とした大学 ・大学院 にお ける現職
教員研 修 を， 管理職 ， 事務職員 ， 栄養職員等を も対象 とする ように拡充 して
い くこ とで ある 。 次 に ，   形態の 多様化 に関 して は ， 2 年間 フ ル タイ ム や14
条特 例 に よ る派 遣研 修 とい っ た形態 に とどま らず ， 夜間ある い は昼 夜間大 学
院 ， サ テ ライ ト教 室等の 拡充 を通 して ， 勤 務 しなが らで も修学が 可 能な体 制
を よ りい っ そ う整備 して い くこ とで あ る 。 さ らに ，   方法 （媒体）の 多様化
に 関 して は ， 電話 回線 に よ る テ レ ビ会議 シ ス テ ム ， 人工 衛星 を利用 した SCS
シス テ ム ， さ らに は イ ン ター ネ ッ ト等 ， さまざまな方法 を駆使 した 遠隔授業
が 考案 され る こ とで あ る 。 また ，   ス タ ッ フ の 多様化 に関 して は ， 専門大学
院の 創設 を もに らみ なが ら， 現職教員や教育行政 関係者か ら大学ス タ ッ フ へ
の 思 い きっ た登用 を通 して ， 教授陣 の 多様化 を図る こ とが 必要で ある 。 その
際 ， 人事交流 の 活性化 とい う点か ら， 任期 を切 っ て の 任用 も有効 で あ ろ う。
教官の み な らず ， 事務官レベ ル にお ける交流推進 も必 要で ある 。 最後 に ，  
連携先 の 多様化 が あげ られ る 。 大学側 に お け る連携の 主 た る担い 手は ， さ し
あた り教員養成系大学 ・学部で あ ろ うが ， 教育 職員養成審議会の 意見 に もみ
られ る よ うに ， 担 い 手 を硬直的 に捉 える必 要 もな く， む しろ教員養 成系大学
外 の 一 般 大学 との 積極的 な連携 を通 して ， 現 職教員の 研 修を充実 させ る方途
も考案 され るべ きで ある 。 加 えて ， 国立 教 員養成系大学 ・学部 の 再編 統合 問
題 とも相 まっ て ， 県域 を超 えた大学 （養成系で あるか ない か に 拘わ らず） と
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教育委員会 との 連携パ タ ー ン や ， 上 述 『報告書』に指摘 され て い た 「複数大
学 と複数教育委員会 との 共同連携」 とい う考えを地方の 教 員養成系大学 ・学
部 と教育委員会 との 関係 にお い て も検討 して おか なけれ ば な る まい 。
　第 2 に ， ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ の 視点か らの 検討課題 で あ る 。 今 日 ， 大学 に
限 らず ， 教 育界全般に お い て ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ を的確 に 果た し ， 国民の 信
頼 を回復 す る こ とが 強 く求め られ て い る が ， 一 般 に ， ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ を
果たす うえで の 不可 欠な要素 と して ， 外 部監査 と情報公 開が ある とい わ れ て
い る 。 『報告書 』に も指摘 され て い る よ うに ， 大学 の 外 部評価 委員会へ 教 育
委員会や 学校の 関係 者を参画 させ る こ とに よ っ て ， 外部か らの 評価 を確保す
る とともに ， 現職教員研修 に対す る彼 らの ニ ー ズ を的確 に把握する こ とが 肝
要で あろ う。 加えて ， そ の 評価結果を広 く公表す るこ とに よ っ て こ そ ， 初め
て 国民 （教育委員会や 学校関係者 を含む）の 信頼 を回復 し， 不満 を解消する
こ とに もつ なが るの で は な い だ ろ うか 。
　第 3 に ， 特色化の 視点か らの 検討課題 で あ る 。 多様化の 視点 ともい くぶ ん
関係 す る が ， 現下 の 地 方分 権的教 育改革 は ， 各教育委 員会 に 対 して ， そ れ ぞ
れの 実態 に 応 じた独自の 取 り組み をい っ そ う進展 させ る で あ ろ うし ， 大学 に
お い て も， 国立 大学 の 法人化に よ る競争的環境 の 創 出や 大学 自体の 特色化が
い っ そ う前進す る こ と に なろ う。 そ うした 背景 の なか で ， すべ て の 教育委員
会 とすべ て の 大学 との 関係を硬直的あ る い は画
一 的 に 捉 える の は い か が な も
の で あろ うか 。 た とえば ， 教育委員会側 にお い て も現職教員研修 に対する ニ
ー ズがすべ て の 教育委員会で 同一 で ある とは限 らない で あろ うし ， 大学側 に
お い て もすべ て の 大学が 現職 教 員研 修 に 関す る 同 じ内容 や水準 を実際に確保 ，
提供 で きる とは限 る まい 。 しか しなが ら ， や や もする と ， こ れ まで と くに教
員養成系 大学 ・学部 に 関 して は ， 初等 ・中等 教育の 場合 と同様 ， すべ て の 大
学 ・学 部 に対 して 養成 ・研修に 関す る 同
一 の 内容 と水準 をあ ま りに強 く期待
しす ぎて きた の で は な い だ ろ うか 。 む ろ ん ， 品質管理 とい っ た側面か らい え
ば ， 一 定水準 を保障す る とい う意 味で の 共通性 は それ ぞ れ の 内容に 関 して 当
然 必要で はあろ うが ， と りわ け各教育委員会の ニ
ー ズ に応える側 の 大学 にお
い て は ， 教 員養成系の 大学 ・学部 を含み ， 各大学 の 個性
・特色を最大限に活
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か した個別 の 連携ス タ イ ル （当該大学 が 最 も得意 とす る連携の 内容 と方法）
を開拓 し ， そ れ を積極的 に PR して い くこ とが望 まれ よ う。
（上越教育大学）
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